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1. はじめに
2023 年度第 101 期環境工学部門長を拝命いたしまし

た。101（ワン・オー・ワン）という数字は、ファイ
リングナンバーで最初につけられる番号という意味も
あり、新たな取り組みへの「始まり」という気持ちに
なります。

2020 年 1 月以来のコロナ禍は、依然として明ける
見通しがたたないままではありますが、学会活動にお
いては、怯むことなく活発な活動と情報発信を継続し
ていきたいと思いますので、皆様、どうぞご協力とご
支援のほど、よろしくお願いいたします。

2023 年度は、2022 年から延期されていた国際会議
International Workshop on Environmental Engineering 
2023（IWEE2023）および同時に第 33 回環境工学総合
シンポジウム（SEE2023）が部門活動の皮切りとして
7 月に開催されます。部門の皆様には、積極的なご発
表と議論をお願いいたします。

一方、総務委員会をはじめとする各種委員会はすっ
かり Web meeting が定着し、出張時間とコストの節
約ができた反面、Face to Faceでの意見交換の重要性
と必要性も再認識されている頃かと思います。今年度
からは状況をみながらになりますが、委員会はオンラ
インと対面のハイブリット開催に移行していければと
考えております。

環境工学部門は、言うまでもなく社会的要請の高い
研究テーマが多い分野であり、今後は特に 2050 年カー
ボンニュートラル実現を目指すグリーンイノベーショ
ン（GI）、さらには経済社会システムの変革をも目指
すグリーントランスフォーメーション（GX）実現へ

の貢献が期待されます。第一技術委員会（振動・騒音）、
第二技術委員会（資源循環・廃棄物処理）、第三技術
委員会（大気・水環境保全）、第四技術委員会（環境
保全型エネルギー）の諸活動と相互連携、さらに最近
では法工学との連携活動を通じて、複雑化・複合化す
る課題の解決を通じて、GI、GX に取り組んでいただ
けたらと思います。

ここでは GI、GX に関する私の研究の一部を紹介さ
せていただき、新たな研究委員会立案等の話題の 1 つ
とさせていただきたいと思います。

2. 燃料アンモニア
アンモニアは低 CO2（65～99％減）で製造可能なこ

と、また、輸送、貯蔵、取扱技術が確立していること
から、早期に社会実装可能な脱炭素燃料および水素
キャリアとしてその利用が計画されている。特に、水
素製造工程で発生するプロセス CO2を回収・固定する
ブルーアンモニアは、コスト面で実用性が高く、事業
用発電分野や船舶分野では実証試験が始まっており、
2023 年輸入量は 50 万トンが計画されている。一方、
2050 年カーボンニュートラル実現に向けては、産業・
運輸・民生分野におけるアンモニアのアプリケーショ
ン開発が必要であり、研究開発はもちろん、アンモニ
ア利用上の法工学的な検討も重要となる。

事業用発電分野や船舶分野ではアンモニアそのもの
を燃焼（混焼、専焼）する技術開発がなされているが、
産業・運輸・民生分野では、水素キャリアとしてアン
モニアを利用する技術開発が主として考えられる。

2023年度部門長　就任挨拶
2023年度の活動に向けて

神原 信志
2023年度 部門長

（国立大学法人東海国立大学機構 岐阜大学工学部 化学・生命工学科）
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3. アンモニアからの純水素製造
アンモニアから純水素を得るには決して簡単ではな

く、いくつかの技術的課題がある。図1 は、アンモニ
ア分解触媒と水素分離装置で構成される純水素製造プ
ロセスである。このプロセスでの第一の課題は、触媒
性能とその熱供給であり、できるだけ低温で高い分解
率が得られる低コスト触媒の開発が求められる。第二
の課題は水素分離である。アンモニアの分解生成物で
ある H2 /N2 および触媒で未分解の NH3 からなる混合
ガスから、水素のみを高効率に分離する方法が求めら
れる。第三の課題は水素分離残渣ガス（未分離の H2、
分離された N2 /NH3 からなる混合ガス）の処理である。

（1）アンモニア分解触媒の課題
アンモニアの熱分解は次式のように吸熱反応である。

NH3 →（1/2）N2 ＋（3/2）H2 ＋ 46.11 kJ/mol� （1）

この反応の触媒としてルテニウム（Ru）が高い活性
を示すことが知られている。筆者らが開発した Ru 触
媒では触媒層温度 200℃程度でアンモニア分解が開始
し、450℃で分解率 97.6％、530℃で 99.8％に達した。
530℃での触媒出口ガス組成は、H2 74.9％、NH3 0.1％、
N2 25.0％である。しかし Ru は貴金属であり、コスト
面から Ru 代替触媒の開発が望まれる。また、吸熱反
応に必要な熱供給法の合理化が課題である。

（2）水素分離の課題
燃料電池用 H2 ガスの ISO 規格では 0.1ppm 以下の

含有 NH3 が許容されるが、H2ガス中に微量の NH3 が
含まれる場合、未反応 H2ガスのリサイクルを行う
PEFC システムではリサイクルによって NH3 が濃縮
され、PEFC の触媒層（MEA）にダメージを与える。
したがって、PEFC 用 H2 としては NH3 を全く含まな
い純水素が望まれる。

H2 分離方法としては、圧力変動吸着法（PSA）、高
分子膜（ポリイミド膜）、シリカ膜、金属膜などがある。
PSA は NH3 を完全に分離することは困難である。ポ
リイミド膜はNH3によって加水分解されるため、適さ
ない。シリカ膜は孔径 0.3nm 程度の分子ふるい膜で
あるため、分子径 0.26nm の NH3 と 0.289nm の H2 を
分離することは困難である。

パラジウム－銅（Pd-Cu）合金膜に代表される金属
膜は、溶解拡散機構により原理的にNH3を透過しない
特性を持つ。図 2にPd-Cu合金膜の水素分離メカニズ
ムを示す。

NH3 /H2 /N2 混合ガス中の水素分子は拡散移動によ
り膜表面に吸着する。膜表面では Pd を触媒として
450℃の温度下で水素分子が解離して原子状水素（H）
となる。H は差圧をドライビングフォースとして Pd
の格子内を拡散移動して膜を透過した後、膜出口で再
結合して H2 となる。このようなメカニズムにより、
金属膜では NH3 /H2 /N2 混合ガスから H2 のみを分離
できる。しかし、必要な温度と圧力が比較的高く、エ
ネルギー効率の面で課題が残る。

（3）水素分離残渣ガス処理の課題
金属膜を用いて触媒出口ガス（H2 74.9％、NH3 0.1％、

N2 25.0％）から H2 を分離すると（H2 分離効率 100％
を仮定）、N2 99.6％、NH3 0.4％の残渣ガスが排出され
る。アンモニアガスの作業環境許容濃度（TLV-TWA）
は 25ppm、また 10ppm 程度を超えると臭気をもつこ
とから、残渣ガス中アンモニアの除去が必要となる。
アンモニア除去法としては、気液接触吸収法、吸着剤、
触媒燃焼法、さらには大気圧プラズマによる分解また
は酸化処理が考えられる。しかし、吸収液や吸着剤の
後処理、触媒燃焼やプラズマ酸化による窒素酸化物の
発生が課題となる。

4. プラズマメンブレンリアクター（PMR）
プラズマを利用して水素分離と残渣ガス処理の課題

を同時解決する方法を考案した。触媒出口ガス（H2 
74.9％、NH3 0.1％、N2 25.0％）中の H2 および NH3を
プラズマで分解し、原子状水素 H の積極的な生成によ
る水素分離流量の向上とアンモニア分解による残渣ガ
ス処理を同時に行うプラズマメンブレンリアクターで
ある（図 3）。PMR は純水素製造流量の飛躍的増大と

図 1　アンモニアからの純水素製造プロセス例

図 2　Pd-Cu 合金膜の水素分離メカニズム
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1. はじめに
2022 年度の第 100 期環境工学部門長を拝命し、無事、

2023年度へ繋げられましたこと、関係者各位、環境工
学部門会員、各位のご協力の賜物とお礼申し上げます。

2022年度エジプト（シャルム・エル・シェイク）に
おいて、国連気候変動枠組条約第 27 回締約国会議

（COP27）が開催されました。この会議では、「シャル
ム・エル・シェイク実施計画」が、2030年までの緩和
の野心と実施を向上するための「緩和作業計画」が採
択されました。特に、我が国主導でのイニシアティブ
を発表し、企業の削減貢献を評価する新たな価値軸で
ある「削減貢献度」について、ビジネス・ファイナン
ス・国等の主要ステークホルダーを議論に巻き込みつ
つ、政府レベルの議論をリードし、WBCSD（World  
Business Council for Sustainable Development：持続
可能な開発のための世界経済人会議）が策定中のガイ
ダンスの概要が世界で初めて公表され、我が国との強
い協力関係を元に、カーボンニュートラル社会実現の
実効性を誘起する概念の確立に向けて進めていくこと
となったスタートの年となりました。

一方、我が国の環境問題に関する意識は、気候変動
に関する世論調査（令和2年11月調査）によれば、平
均すると 8 割を超える方が「関心がある」という結果
に対し、年齢別に見ると、年齢が上に行くほど関心が
高い一方で、18～39 歳までの年齢層で、関心がない
割合が 2 割を超える結果が報告されています。1）

環境工学部門の社会貢献への重要性が益々、高くな
り、その責務を果たす幅広い活動が期待されるところ
であります。

2. 部門長会議での要約について
日本機械学会の現状では、会員数は減少の一途を

辿っており、企業所属の正員は 2020 年度末と比べ約
600名減少し、長期的一様減少の傾向に歯止めが掛かっ
ていないことが報告されています。特に、学生員の多
くは卒業して社会人になると多数の方が退会し、魅力
度の向上が求められています。

さらに、2020 年度の取り組み方針として、「新部門
制は、部門間の交流を促進することにより新分野の創
出や社会的課題の解決に貢献していくことを目指して
います。複数の部門が連携した講演会や講習会などの
イベントが数多く企画されることにより、より広い視
野で行事の活性化が図られ、会員にとっても魅力度が
高まるものと期待されます。」と提言されています。
2023年度は、本実施に向けての仕上げの年度であり、
試行期間に抽出された課題をしっかり検証し、仕組み
の改善を進める年度になります。

3. 環境工学部門の活動について
第 32 回環境工学総合シンポジウムが高松レクザム

ホールで 3 年ぶりに対面式（特別講演・法工学セミナー
はハイブリッド開催）で行なわれました。本シンポジ
ウムでは、81 件の講演が行われました。招待者 7 名、
正会員 95 名、学生会員 48 名、特別会員 5 名、会員外
6 名、一般学生 1 名の計 167 名の参加者数に達しまし
た。ご協力ありがとうございました。

また、本シンポジウムでは、第 2 回法工学・環境工
学連携セミナー「環境技術における法工学～ SDGs に
向けて～」が実施され、横断的な取り組みが進みまし

環境工学部門 2022 年度の活動を振り返って

井田 民男
2022年度 部門長

（近畿大学バイオコークス研究所）

水素分離残渣ガス処理に有効であることがわかった。 5. まとめ
GI、GX に関する話題提供をさせていただきました。

果たしてアンモニアはカーボンニュートラルに貢献す
る有効な一手になりうるのだろうか、多方面からの意
見をいただきたいと思っています。

環境工学部門の研究者個々の研究を基盤に、GI、GX
に貢献する研究として拡張・統合していけば、部門と
して研究プロジェクト化できるのではないかと考えた
りしています。

図 3　プラズマメンブレンリアクターの構造
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た。この連携が加速されることを期待するところです。
環境工学部門でご活躍された皆様をご紹介します。

功　績　賞　　　　高野　 靖（京都大学・教授）
研究業績賞　　　　戸井 武司（中央大学）
技術業績賞　　　　白井 正樹（電力中央研究所）
優秀講演論文表彰　伊藤 藍也（岐阜大学）
優秀講演論文表彰　杉田 航紀（早稲田大学）
優秀講演論文表彰　田淵 　聡（（株）神戸製鋼所）
優秀講演論文表彰　張 　偉辰（東京工業大学）

フェロー賞　　　　原田 航佑（近畿大学）
フェロー賞　　　　宮本 晶史（岐阜大学）

永年のご功績、研究業績に対し受賞、おめでとうご
ざいます。益々のご活躍を祈念致します。

最後に、環境を維持しつつ経済を発展させる工学の
役割は、「温故知新」から始まり、「幸せ」とは何かを
追究する多重継承であり、本部門の発展を祈念します。

1）気候変動に関する世論調査（令和 2 年 11 月調査）
https://survey.gov-online.go.jp/r02/r02-kikohendo/index.html

7 月に 3 年ぶりに対面開催された「環境シンポ」で
功績賞をいただき大変光栄です。

私は建築分野での音響解析技術を学んだあと、1982
年から（株）日立製作所で製品騒音の解析や制御に関す
る研究開発を行いました。環境工学部門の技術委員会
では、企業や大学の諸先輩の方々からも、研究のヒン
トやアドバイスをいただき大変参考になりました。

環境工学部門功績賞を
受賞して

高野 靖
京都大学 工学研究科

おかげさまで機器の静音化に対し多少なりとも貢献で
きたのではないかと考えています。

しかし、昨年度の公害苦情調査を見ると、典型 7 公
害に対する苦情は全体では減少しているものの騒音に
対する苦情だけは増加傾向にあります。技術の進歩に
伴い機器の騒音は減少傾向ですが、高齢化やコロナ禍
による生活環境の変化に伴い、新たな音の課題も発生
しているのだと思います。

5 年前からは大学に移り「静粛環境工学」の講義を
行っていましたが、今年の 3 月に定年を迎えます。高
齢者の仲間入りをしますが、今後も、自分自身の問題
として騒音問題の改善にむけた議論を皆さまと継続さ
せていただければと思います。

部門賞　受賞者の紹介

この度は、環境工学部門より研究業績賞を頂戴し、
大変栄誉なことと恐縮しております。ご推薦頂きまし
た方々に厚く御礼申し上げます。また、これまで研究
活動にご協力およびご支援頂きました皆様には感謝に
堪えません。

不快な騒音を快適な音に変える快音設計や、快適か
つ機能的な環境を創生するスマートサウンドデザイン
を評価して頂けたことは身に余る光栄です。音は我々
の生活に常に存在していますが、悪者としてモグラ叩
きのように低騒音化されることがあります。しかしな

環境工学部門研究業績賞を
受賞して

戸井 武司
中央大学 理工学部

がら、料理の旨味成分に相当する無くてはならない貴
重な情報音の削減や、バランスの欠如などが生じて、
生活が不快や不便になることがあります。そこで、機
械音や環境音をマイナス要因でなく、逆転の発想でプ
ラス要因として活用する快音化が有益な手段となりま
す。

近年、製品のコモディティ化が進み、製品価値を訴
求するモノづくりから体験価値を訴求するコトづくり
へと進展しています。五感の聴覚に作用する音響は、
いつの時代も昼夜を問わず感性に与える影響は大きく、
適切な活用が求められます。今後も未知なる可能性を
秘めた音響について、環境工学部門の講習会や子供向
けイベントなど育成の場で魅力を伝え、また多面的な
視点で新たな研究活動に邁進する所存です。皆様の更
なるご指導およびご鞭撻をよろしくお願い申し上げま
す。
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環境工学部門技術業績賞を
受賞して

白井 正樹
一般財団法人 電力中央研究所 
サステナブルシステム研究本部

この度は、栄えある環境工学部門研究業績賞を賜り、
大変光栄に存じます。今回の受賞では、電力設備での
活用を目的とした鳥類撃退システムの開発に関する一
連の研究について高い評価を頂きました。

電気事業や鉄道事業における鳥類起因の停電事故、
あるいは航空事業における鳥類衝突など、鳥類との軋
轢は社会インフラの信頼性向上にとって大きな課題と
なっています。しかし、鳥害対策技術について定量的

に効果を評価された例は乏しく、その有効性を把握す
ることは困難でした。そこで当所では、野生のカラス
を学術捕獲し、聴覚・視覚機能の把握やケージ内での
逃走行動の観察から実験的に対策技術の効果評価を試
みてまいりました。また、評価したシステムを実設備
などに導入することで、現場実装に向けた改良にも取
り組んでまいりました。

今回の受賞は、課題解決に向けてご協力いただいた
多くの方々との共同の成果であると考えております。
この場をお借りしましてお礼申し上げます。

今回の受賞を励みに、対策技術の現場実装に向けて
更に研究を前進させていくとともに、新たな技術開発
についても検討していく所存です。今後ともよろしく
お願い申し上げます。

技術委員会の活動報告と計画

第一技術委員会は、人間が生活の中で身体的・精神
的に様々な影響を受ける騒音・振動に関する諸問題を
扱います。産学の研究者を中心に 30 名近いメンバー
で活動をしています。引き続き感染症の影響を受けて
いますが、一部対面での活動も再開しました。

オンライン開催では対面開催時には参加が困難だっ
た遠方からの参加者などもあることから、オンライン
形式のメリットも感じており、今後も対面とオンライ
ンをうまく併用しながら活動を進めていきます。

このように感染症が落ち着き対面での活動が可能に
なった際にも状況に応じてオンライン形式を併用する
ことでより多くの方にご参加いただけるような形を検
討いたします。

（1）技術講習会
委員各位のご協力により例年通り 2 回開催すること

ができました。
1 回目は 6月10日（金）に「静粛設計のための防音・

防振技術」と題して、2 回目は 11月16日（水）に「機
械の振動・騒音低減と快音設計に役立つ解析技術」と
題していずれも中央大学後楽園キャンパスで現地とオ

ンラインのハイブリッド形式で実施しました。
1回目37名、2回目29名の参加者がありました。

（2）手作りで音を楽しもう
　　─環境にやさしい夏休み親子向けイベント─

株式会社東芝のご協力のもと例年実施しているイベ
ントです。

一昨年度からオンラインで実施してきましたが、今
年度は対面で、8月3日（水）に日本音響学会が実施す
る「International year of sound」の一環として実施
しました。

親子合わせて33名が参加しました。

（3）「音・振動快適化技術と新しい評価法」研究会
今年度 1 回目は 11月24日（木）にオンラインで開催

し、25名が参加しました。
2 回目の 2月9日（木）は日本音響学会騒音・振動研

究会主催、機械学会の共催という形で株式会社日立製
作所のご協力を得てハイブリッドで開催しました。

現地見学会開催もあり39名の参加者がありました。
今後もオンラインあるいはハイブリッド開催ならで

はの魅力ある活動を周知し、柔軟で活発な活動を維持
できればと思います。皆さまのご協力をこれからもど
うぞよろしくお願いします。

第 1 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：雉本 信哉

九州大学
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1. 活動報告
第 2 技術委員会は、資源循環・廃棄物処理技術分野

を対象とし、サステナブル都市実現にむけた課題解決
に取り組んでいます。

世間では依然 COVID-19 による行動制限が残るな
か、環境工学部門として SEE2022 を現地開催するこ
とができたのは明るい報告として一つ挙げられます。
その中で、第 2 技術委員は法工学分野との分野連携企
画「環境技術における法工学～SDGs にむけて～」を
開催し、環境工学の技術が内包するリスクや安全性に
対して、法工学の知識と手法の融合を図ることができ
ました。

そのほか技術委員会は、引き続きオンラインでの開
催が主体となりましたが、一部ハイブリット開催を行
うことで対面及びオンライン双方の良さを再認識でき
ました。主な議題は、見学会の再開に向け、様々な見
学の在り方について議論を交わしています。

2. 計画
COVID-19 の蔓延に負けず、新しい技術や施設は

続々稼働を始めています。そういった最新技術を身近
に感じられる見学会の開催を計画しています。

また、IWEE2023 も開催の方向で進んでいます。
第 2 技術委員会として、会議の成功に向けて協力して
いきたいと考えています。

第 2 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：藤木 隆史

新明和工業株式会社

第 3 技術委員会は、大気や水環境分野を扱う研究者
や技術者で組織されています。

収束が見込めないコロナ禍が継続している中、行動
制限は解除が進み、少しずつオンライン以外での委員
会の活動も増えています。

現地での開催となった第32回環境工学総合シンポジ
ウム（2022年7月7-8日）では、「大気・水環境保全
技術分野」のセッションにおいて 15 件の研究報告が
ありました。

また、2022年11月30日（水）には、現地とオンライ
ンの併用による「プラズマを利用した省エネルギー・
クリーンガラス溶解炉システム実証設備」見学会を日
本山村硝子株式会社東京工場にて実施しました。参加
者は、現地19名、オンライン21名の計40名でした。

見学設備は日本山村硝子株式会社と大阪公立大学が共
同で開発したもので、現地では脱硝、脱硫、集塵の同
時処理を見学し、地域住民の環境を守るという強い意
志の元、環境保全に取り組んでいる様子がうかがえま
した。見学会の実施により、多くの技術者や研究者か
ら今後の研究開発に役立つ意見等をいただくことがで
き、組織の枠を超えた技術の発展につなげることがで
きるのではないかと考えています。

このような産学連携の好事例を紹介するような講演
会や、以前実施していた、大気や水に関する問題を解
決する研究開発を行っている、大学の先生方が持つ優
れた技術を紹介する講習会も再度企画し、近々実施す
る予定でいます。

今後も第 3 技術委員会以外の方々にも参考となるよ
うなイベントを企画し、新たなイノベーション創出に
貢献できるような活動を実施してまいりますので、引
き続きご支援ご協力お願いいたします。

第 3 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：浦島 邦子

文部科学省
科学技術・学術政策研究所

第 4 技術委員会では、再生可能エネルギーの開発、
エネルギーのための熱交換器やヒートポンプの技術開
発、エネルギーの有効利用のためのヒートポンプの活
用、エネルギーシステムの最適化等の分野に関する研
究者が集まり、環境保全型エネルギー技術を主なテー
マとして挙げ、活動しています。

第 4 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：鄭 宗秀

早稲田大学

2022年度では、技術委員会と親子イベント、講習会、
見学会、研究会を実施した他、空気調和・冷凍連合講
演会、環境工学総合シンポジウムのオーガナイズド
セッションとして研究報告を行いました。

（1）夏休み親子向け行事「熱を体験してみよう」
次世代を担う児童たちに工学や機械、エネルギーに

興味を持ってもらうために、夏休み親子向けイベント
「熱を体験してみよう」を開催しています。
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本イベントは 2011 年から開催しており、12 回目を
迎え、夏休みの恒例行事となっています。

コロナ禍のため2020年度よりウェブ形式による開催
となり、2022年7月の開催では、日本各地から22名の
小中学生の子供たちに参加していただきました。体験
キットを用いて参加者が実際に手を動かすことで、身
近にあっても目に見えない「熱」の性質を体験してい
ただきました。

（2）講習会「プログラミングで学ぶ熱物性推算」
熱・エネルギーシステムや流体機械など様々な機械

工学分野において、正確な流体物性値の利用が要求さ
れる中、より実践的な知識の習得を目的とし、2021年
度に続き、「プログラミングで学ぶ熱物性推算」の講
習会を開催しました。昨年度の大盛況の経験を踏まえ
て、2022 年 8 月に基礎編と 12 月に発展編のプログラ
ムを企画し実施したところ、毎回 50 名の定員を超え
る方々に参加していただきました。2023 年度以降も、
多くの方々が参加できるように企画し実施したいと思
います。

（3）見学会「川崎火力発電所」
高効率の発電システムを採用している川崎火力発電

所への見学会を 2022 年 12 月に行いました。近隣に蒸
気の供給を行うなど、CO2 削減に取り組んでいること
で、発電の基礎知識から最新鋭の発電設備、環境対策
まで幅広く理解できる良い機会となりました。

（4）第 55 回空気調和・冷凍連合講演会
空気調和・冷凍連合講演会では、毎年「環境保全型

エネルギー技術」のオーガナイズドセッションとして
参加しています。2022 年度の第 55 回空気調和・冷凍
連合講演会（2022年4月、ウェブ開催）の「環境保全
型エネルギー技術」セッションでは、8 件の研究報告
があり、活発な議論が行われました。

（5）第 32 回環境工学総合シンポジウム
環境工学総合シンポジウムでは、毎年「環境保全型

エネルギー技術分野」のオーガナイズドセッションと
して参加しています。香川県の高松市で現地開催と
なった第32回環境工学総合シンポジウム（2022年7月
7～8日）の「環境保全型エネルギー技術分野」セッショ
ンでは、21件の研究報告があり、活発な議論が行われ
ました。

その他、第 4 技術委員会の委員を中心とした研究会
が開催されました。NEE研究会、環境・エネルギー媒
体研究会、サーモインフォマティクス研究会、計 3 つ
の研究会が活動しています。

2023 年度にも、引き続き 2022 年度の行事を推進し
ながら、他の技術委員会や研究会、他学会からも継続
してご参加いただけるような様々な分野の横断的な研
究交流を計画いたします。

研究会の紹介と活動報告

1. はじめに
環境工学部門の 4 つの技術委員会の横断的活動とし

て「先進サステナブル都市・ロードマップ委員会」が
組織されています。昨年は年次大会報告およびビジョ
ン 2050 ワークショップ参加を実施しました。

（1）年次大会での報告
年次大会の特別行事企画「持続可能な未来の実現の

ための技術ロードマップ」において、環境工学部門が
過去に作成した技術ロードマップ（ヒートポンプ給湯
機、電動カーエアコン）を紹介しました。

また、最近のエネルギー関連トレンドとして、非電
力分野における熱分野・運輸分野の電化によるCO2 削
減や、再エネ電源比率増と系統安定化の両立のための
需要側のバーチャルパワープラントの拡大についても
説明させて頂きました。

（2）ビジョン 2050 ワークショップ
技術ロードマップ委員会が主催するワークショップ

が 7月と12月に開催され、環境工学部門代表者も参加
しました。ワークショップでは複数グループに分かれ
て、それぞれのテーマの将来社会像について議論し、
ワークショップの最後に、各グループの創発を共有し、
相違を議論しました。全体議論を通して、我々が創り
たい将来を描き出し、その実現に向けた技術開発を進
めることが重要であることを再認識しました。

先進サステナブル都市・ロードマップ委員会
の活動報告

委員長：佐々木 正信
東京電力エナジーパートナー株式会社
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制御構造を有する音響ダクトの検討」の 6 件の講演を
聴講しました。

2 回目は 11月24 日（木）に 22名の参加申し込みをい
ただきオンラインにて開催し、戸井先生（中央大学）
による「スマートサウンドデザインの最近の動向」、
岩本先生（成蹊大学）による「対向型アクティブ波動
ダイオードによる波動トラッピング制御」のご講演と、
3 月に長崎大学を退官されました林先生による特別講
演「小型ファンの騒音と流れ」を聴講しました。最後
の意見交換会では、ご講演に対する質問をはじめ活発
な交流がありました。

通常の研究会では、最後に場所を移して自由な雰囲
気で語れる意見交換会を設けています。多くの情報交
換が期待できる研究会です。皆様の積極的なご参加を
お待ちしています。

参加ご希望の方は川島（kawashima@eng.kanagawa- 
it.ac.jp）、江波戸幹事（akihiko.enamito@toshiba.co.jp）、
もしくは、池田幹事（ikuma@ishikawa-nct.ac.jp）まで
ご連絡ください。

「音・振動快適化技術と新しい評価法」 
研究会の活動報告とお誘い

主査：川島 豪
神奈川工科大学

2022年はコロナ禍ではありましたが 2回の研究会を
開催することができました。

1 回目は 2 月 21 日（月）に日本音響学会 騒音・振動
研究会との共催により、合わせて 55 名の参加申し込
みをいただきオンラインにて開催しました。

牧野氏（京大院）による「静止音源と移動音源の音
響伝搬特性の違いを考慮した交通騒音の音源モデル化
手法に関する基礎検討」、本多氏（東海大院）による

「差分法を用いた音場の数値解析への埋め込み境界の
適用（散乱体が斜面を有する場合）」、酒井氏（北大院）
による「低周波音による振動感を最も強く知覚する周
波数に関する検討」、田辺氏（中央大学）による「振動
特性の統計解析および機械学習に基づく歯車装置の異
常診断」、石川先生（九州大学）による「円筒管に設置
した粘弾性体の付加質量・付加減衰モデル及び制振設
計方法の提案」、田淵氏（神戸製鋼）による「反射音

http://www.see.eng.osaka-u.ac.jp/seeea/seeea/NEE/J-NEE2.html

2022年11月18日、NEE研究会第26回講演討論会を
対面とオンラインのハイブリッド形式で開催した。対
面での開催は 3 年ぶりとなった。

NEE（Numerical Environmental Engineering）研
究会は環境分野で数値計算を用いている研究者・技術
者が幅広く集う場所の提供を目的として、年 1 回開催
される研究会であるが、最近は、数値計算に限定せず、
環境分野全般をテーマにして研究会を開催している。

第26回研究会では「将来を見据えた再生可能エネル
ギー戦略」をテーマとし、シン・エナジー株式会社の
乾 正博氏、関西電力の横谷 亮氏、神戸大学の大澤輝
夫先生にご講演をいただいた。

NEE 研究会の活動報告
主査：添田 晴生

大阪電気通信大学 乾氏からはバイオマス発電の現状と今後の展望につ
いてご紹介いただいた。次に横谷氏からは揚水発電の
現状や揚水発電の価値、今後の揚水発電の活用の可能
性についてご紹介いただいた。

最後に大澤先生からは洋上風力発電の開発動向と洋
上風況研究のご紹介をいただき、ヨーロッパの風況と
は異なる日本の風況に適した洋上発電に関する今後の
研究の展望についてご紹介いただいた。

今回の参加者は対面とオンライン合わせて約45名程
度であった。NEE 研究会では今後も環境分野におけ
る講演を企画しており、多くの方の参加を歓迎いたし
ます。

NEE研究会のこれまでの活動については下記サイト
で確認できます。

今後は、機械学会全体での共有作業を進め、2050の
社会像実現に向けた JSME 技術ロードマップの策定な
どを進めていく予定です。

詳細は機械学会ホームページの「技術ロードマップ
委員会」のページで紹介させて頂いておりますので、
ぜひご参照ください。
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本研究会は、地球温暖化やエネルギー資源に関連す
る諸問題に対して、エネルギーの最終形態である「熱」
と「情報学」との融合によって既成概念を超えた革新
的発展を追求することを目的に、2020 年 11 月に活動
を開始しました。

昨年度に引き続き、オンラインでの研究会を年に 2
回開催しています。

今年度は、9月28日に通算で第 4 回目となる研究会
を開催しました。また、2023年3月13日に第5回研究
会をオンライン開催する予定です。

これらの研究会では、研究会参加者が取り組んでい
る研究課題の紹介や情報学の応用事例に関する外部講
師による講演を行なっています。また、意見交換の時
間を比較的長くとり、充分な意見交換ができるように
しています。

第4回研究会では、九州大学・Frantisek Miksik 先
生によるIoT技術関連の話題提供、及び、福井大学・
党 超鋲から超臨界流体の伝熱予測への機械学習の応用
やその他関連する取り組みについてご紹介いただきま
した。

2023 年度も引き続き研究会の活動を実施します。
　「熱」と「情報学」の融合に興味をお持ちの方は、
宮崎（tmiyazak@kyudai.jp）までご連絡ください。
研究会ウェブサイト：
� https://www.thermoinformatics.lab.uec.ac.jp

「サーモインフォマティクス研究会」
活動報告

主査：宮崎 隆彦
九州大学

環境・エネルギーに関する研究の需要は増加してお
り、本年度は特にロシアのウクライナ侵攻に伴うエネ
ルギー不足への対応が喫緊の問題となっている。

研究会は媒体、特に作動流体を扱う研究者が多く、
ヒートポンプサイクル、ランキンサイクルの関心が高
い。

ヒートポンプサイクルについては、ヨーロッパの天
然ガス不足による暖房の高効率化は必要で、より一層、
高温出力型の大型のヒートポンプの開発が進むと思わ
れる。

従来のヒートポンプは、比較的低温域の利用であっ
たが、より臨界点の高い高沸点物質を使用する必要が
あり、新しい媒体とその熱力学性質の研究は必要不可
欠である。しかしながら、熱力学性質の測定装置も高

温下で稼働するものが必要となり、その数は限られて
いる。

装置の高温化に伴い、使用可能なシール材やセン
サーも特殊なものが必要となり、海外製の機器を探索
して使用する等、ノウハウが必要である。したがって、
媒体研究会では、まずは、高温域での測定を可能とす
るディスカッションが必要となるであろう。

一方で、ランキンサイクルは、従来は水を作動流体
としてきたが、低品位な熱源を利用した発電をするた
めに、低沸点の有機物を利用したオーガニックランキ
ンサイクルの開発が進められている。

この作動流体は、高温出力型のヒートポンプと温度
域は重なる。オーガニックランキンサイクルの小型発
電機も開発され、このご時世で持ち運び可能な発電機
の需要と関心は増加すると思われる。

媒体研究会では、冷媒よりも沸点が高く、水よりも
沸点が低い物質へのディスカッションができることを
期待している。本年度もコロナ禍の影響で研究会を開
催することは出来なかったが、来年度は開催したい。

環境・エネルギー媒体研究会
の活動報告

主査：田中 勝之
日本大学 理工学部

第一技術委員会では、環境に関する身近なテーマで
ある「音」に興味をもっていただくことを目的として
小学生向けのイベントを行いました。

この企画は、毎年夏休みに実施しているもので、内
容は音の原理や仕組みの説明、工作、ゲームなどで身

手作りで音を楽しもう
─環境にやさしい夏休み親子向けイベント─

第 1 技術委員会　土肥 哲也
一般財団法人 小林理学研究所

近な「音」の性質を楽しみながら知ってもらう体験型
イベントです。14年目を迎えた今年は、東芝科学館に
おいて対面形式で開催しました。過去 2 年間はオンラ
インで開催したため、対面形式は 3 年ぶりでした。

今年度は、8月3日の午後に開催し、小学校1年生～
4年生の親子15組にご参加いただきました。新型コロ
ナウイルス感染拡大防止のため、例年よりも参加者を
減らしました。

1 時間目の「音の話」では、音ってなんだろう？を
テーマに、色々な音を聞いてもらうことで、音の高さ
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雑感「廃棄物焼却施設のイメージとは」

第 2 技術委員会　小林 潤
工学院大学　工学部機械工学科

2023年1月某日、某テレビ局のバラエティー番組に
おいて廃棄物焼却施設が取り上げられた。当該施設に
対する一般的なイメージを理解し、なおかつ今後の見
学先の参考になると考え視聴した内容について雑感を
まとめてみた。番組の内容的には、ポジティブな意味
で「見た目が工場っぽくない」焼却処理施設として、
広島市環境局中工場、大阪広域環境施設組合舞洲工場
および武蔵野クリーンセンターなどが取り上げられ、
その経済効果について触れていた。

著名なデザイナーを採用し、テーマパークや美術館
のような外観にすることで汚い・臭いといったイメー
ジを払拭し、市民に受け入れやすくすることで市街地
近郊に工場を設置することができるメリット（廃棄物
の搬送コストの削減など）についても触れられていた
ところに好感が持てた。

その一方で、こういった「デザイナーズ物件」は自
ずと建設コストが跳ね上がり、導入する自治体や企業
としてはイニシャルコストの増大という別の課題が生
じることを認識する必要があると考える。

当方担当の講義で「自宅の裏庭に廃棄物焼却施設が
建設されることになったとき、どういった施設であれ
ば受け入れられるのか？」という趣旨のレポート課題
を出すと、8 割以上の学生が「騒音と悪臭がなければ
受け入れられる」という内容のレポートを提出する。
上述の施設が施工されて20年近く経た現在でさえ、そ
のイメージが固定化されていることに一抹の不安を覚
える。

廃棄物の減量化や衛生的処理が主な目的であった焼
却施設に余熱利用や発電プロセスが備わることが特殊
な事例ではなくなり、行く行くはケミカルリサイクル
やCCUS等にも展開していくことを期待している身と
しては、「先端技術を結集した人と自然の架け橋とな
る夢の施設」というイメージを真っ先に思い浮かべる
ようになって欲しいと、切に願うばかりである。

や大きさなどの音の性質を体感してもらいました。
2 時間目の「工作」は、アフリカの民族楽器である

ボンゴラピアノの工作キットを用いて楽器を作る内容
で、音が出る仕組みや、音程の調整の仕方を学ぶこと
で、自分で楽器を作る楽しさを体験してもらいました。
工作後は皆の前で演奏してもらいました。

最後の時間は、身のまわりの音の大きさをビンゴの
数字に置き換えた音ビンゴゲームを実施しました。コ
ロナ渦にもかかわらず、子供達の楽しそうな顔の表情
が印象的でした。

今回のイベントでは、騒音計の前で大声を出して貰
う代わりに手を叩いて貰うなど、コロナ渦対策として
コンテンツを一部変更しました。

昨年のオンライン開催に比べて子供たちとの対話が
円滑に進む印象を受けました。机・椅子などの消毒・
換気など、科学館のご協力のお陰で何とか第 7 波の最
中にイベントを実施することができました。

今後も音を身近に感じて貰い、理系に関心を持って
貰うべく活動を継続したいと考えています。

最後に、14年間に渡りご協力頂いた東芝科学館、環
境工学部門所属（東芝、千代田化工、中央大学、山梨
大学、東海大学、理科大学、日立ほか）関係者各位に
感謝いたします。

大学が研究開発した成果を実用化した例を知るため

に、日本山村硝子株式会社東京工場にて、「クリーン・
省エネルギーガラス溶解炉開発  第 3 回研究集会（設
備見学会）」を開催した。現地と同時にオンライン配
信もしたことから、参加者は合計 40 名となった。

見学の前に、「省エネルギー・クリーンガラス溶解
システムについて」同社の担当者から説明があり、そ
の後、質疑応答ののちに見学となった。

見学会
「日本山村硝子株式会社東京工場における
排ガス処理施設」

第 3 技術委員会　浦島 邦子
文部科学省　科学技術・学術政策研究所
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ここで導入されているプラズマ複合処理は、大阪公
立大学の大久保教授が同社と共同で開発した、NEDO
戦略的省エネルギー技術革新プログラム「プラズマ複
合排ガス処理によるガラス溶解炉の省エネルギー化技
術の開発」によって開発された装置である。

本装置を重油や都市ガスといった化石燃料を使用す
るガラス製造プロセスに組込むことで、NOx や SOx、
そして CO2 排出を抑制・削減が実現可能となった。
ガラス溶解炉の燃焼エネルギーと NOx が燃焼空気比
に関係することから、本研究開発の実用化においては、
実機での NOx 低減や省エネ運転での効果を実証する
ことに注力し、一連の開発を行った。また、オゾン注
入ノズルを開発し、プラズマによる反応効率の向上や、
オゾン発生装置の精密制御によってプロセス全体の省
エネ化も同時に実現した。

今回、通常は見ることのできないガラスびん製造の
ためのガラス溶解炉の稼働の様子を見学することがで
き、参加者から活発な質問もあり、関心が高かったこ
とがうかがえた。

次世代を担う児童たちに工学や機械、エネルギーに
興味を持ってもらうために、2022年7月30日に夏休み
向け親子イベント「熱を体験してみよう」を開催しま
した。身近にあっても目に見えない「熱」の様々な性
質を体験キットにより知ってもらう体験型イベントで
す。本イベントは 2011 年から開催しており、今回は
12 回目です。

当初は科学館や企業のミーティングルームにて対面
式で開催していましたが、コロナ禍のため 2020 年度
よりウェブ形式による開催となっています。

今年度は 19 組 22 名の小中学生の子供たちに参加頂
きました。ウェブ開催のため応募枠に制限はあるもの
の、全国からご参加頂くことができました。

はじめに熱とは何か、スライドにて、温めるだけで
は無く冷やすことも熱の作用であることに触れました。
その後、体験学習として 2 つの実験を行いました。は
じめにヒートポンプ体験キットを使って空気の圧縮と
膨張による空気の温度変化を体験し、エアコンの原理
について学習しました。そのあとは、エコカイロを使っ

て、液体が固体に凝固するときに発熱することを体験
し、都市の排熱回収と利用方法について学習しました。

体験キットを用いて参加者が実際に手を動かすこと
で、身近にあっても目に見えない「熱」の性質を児童
たちばかりでなく保護者の方々にも楽しみながら理解
してもらうことができました。また、身近な工業製品
が、体験学習で学んだ「熱」の性質を利用して製作さ
れていることも、理解してもらうことができました。

ウェブ開催のため、やりとりに制限もある中、子供
たちの積極的に取り組む姿勢に助けられ、無事にイベ
ントを終了することができました。

本年の反省点や改善点を活かしつつ、今後も本イベ
ントを継続していきたいと考えております。

最後に、ヒートポンプ体験キットをご提供頂いた
ヒートポンプ・蓄熱センター様、ご協力頂いた関係者
各位に感謝致します。

夏休み親子向けイベント企画
「熱を体験してみよう」

第 4 技術委員会　永田 淳一郎
三機工業株式会社
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高周波・狭帯域騒音に対する低サンプリング周波数で
実行する能動的音響制御

池田 生馬
石川工業高等専門学校

◆

トピックス
◆

1. はじめに
高速回転するファンからは回転に由来する卓越した

純音（狭帯域騒音）が発生する。このような狭帯域騒
音は広帯域騒音よりもうるさく感じる（1）と言われてい
る。主要成分が高周波数成分となる狭帯域騒音に対し
て、能動的音響制御（ANC）によって制御を行う際に
は、ANC のサンプリング周波数を騒音の最高周波数
の 2 倍以上に設定する。そのため、騒音が狭帯域であっ
ても高周波数成分を持つ騒音であると、制御系に必要
となる処理系は高性能・高コストなものとなる。

サンプリング定理によれば、制御対象とする周波数
帯域の 2 倍のサンプリング周波数があれば、任意の波
形を再現できる。そのため、狭帯域騒音に対しては低
いサンプリング周波数で制御が可能である。サンプリ
ング周波数を本稿では狭帯域騒音を対象とする低サン
プリング周波数での ANC について紹介する。

2. 目的
センサで取得した騒音 x がω1 からω2 の周波数帯に

存在する

　　　　　

ものとする。一般に、ANC ではデジタル制御を行う
ため、xをサンプリング周波数ωs で標本化する。その
ため、ナイキスト周波数ωs/2 以下に騒音の周波数帯
をシフトしなければエイリアシング誤差が発生する。
そこで標本化する前に、x に正弦波 cos ωht を掛ける
ことで

　　　　　

のように、騒音信号の周波数帯がωh だけシフトする。
図 1にこの操作の模式図を示した。
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これはヘテロダインと呼ばれる技術であり、FFT
アナライザのズーム処理などで用いられている（2）。

右辺第二項については適切なローパスフィルタに
よって処理することで、騒音は

　　　　　

になるため、ωs/2 ＜（ω2−ωh）となるようにサンプ
リング周波数を設定して標本化することでエイリアシ
ング誤差の発生を避けられる。以上で、低サンプリン
グ周波数で高周波数帯の信号を取得できる。

次に、低周波数帯で計算され出力される制御信号 y

　　　　　

を騒音の存在する周波数帯へ戻す必要がある。ここで
も入力と同様、D/A変換後の信号に正弦波cos ωht を
y に掛けることで周波数シフトさせられて

　　　　　

とできる。この操作の模式図を図 2に示した。右辺第
二項のみを制御入力としてアクチュエータから出力す
るために、右辺第一項を適切なハイパスフィルタで処
理する。ただし、図 2でも分かるように、不要な帯域
と必要な帯域が非常に接近しているため急峻な遮断特
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図 1　騒音信号と正弦波の乗算による周波数シフト
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性を持つフィルタが必要となる。以上で、低サンプリ
ング周波数で高周波数帯の信号を出力できる。

処理系への入出力に以上の方法を組み入れたフィー
ドフォワード ANC のブロック線図を図 3 に示す。

図 3において、W は騒音源から誤差マイク（制御点）
までの音響特性、Wr は騒音源から参照マイクまでの
音響特性、G は制御音源から誤差マイクまでの音響特
性である。また、LPF および HPF、OSC はそれぞれ
ローパスフィルタ、ハイパスフィルタ、発振器を表し
ている。通常の制御方法において、A/D 変換器の前
段にはアンチエイリアシングフィルタとしてローパス
フィルタが挿入され、D/A変換器の後段にはスムース
フィルタとしてローパスフィルタが挿入される。本手
法は、通常の手法におけるそれらのアナログフィルタ
をローパスフィルタ、ハイパスフィルタに置き換え、
各アナログフィルタの前段に乗算器を加えたものであ
る。適応フィルタＣの更新には、図 3にも示したよう
に、これまでに提案されている様々な適応アルゴリズ
ムを利用できる。

3. 数値シミュレーション
離散時間での数値解析によって本手法の有効性を示

す。解析に用いる各音響特性は無響室で測定したもの
である。アナログフィルタやその他の設定は表 1に示
す。本解析では D/A 変換器を 0 次ホールドの出力と
していることから、ハイパスフィルタではなくバンド
パスフィルタとしている。図 4 に解析結果の時刻歴
データ、図 5 に周波数スペクトルを示す。図 4 から
適応制御が行われていること、図 5 から対象周波数
帯において騒音低減されていることが分かる。

4. おわりに
ヘテロダインを応用した制御器への入出力を用いる

ことで、低いサンプリング周波数での高周波数・狭帯
域騒音に対する能動的音響制御手法を紹介した。本稿
で示したように、サンプリング周波数を低くすること
で、計算時間が大きく取れるだけでなく、一般に FIR
フィルタで実現される適応フィルタのタップ数を小さ
くすることができる。そのため、対象騒音の条件次第
で能動的音響制御の処理系をマイコン程度とすること
ができる。

〔参考文献〕
（1）	 ISO 1996 -1：2003
（2）	 長松昭男, “モード解析入門”, コロナ社, 1993

図 2　制御入力の騒音の周波数帯へのシフト

図 3　低サンプリング ANC のブロック線図

図 4　数値解析の時刻歴応答
制御によって約11dBの騒音低減効果を得た。

図 5　制御結果の音圧レベル
対象の周波数帯において平均20dB程度の騒音低減効果を得た。

表 1　数値解析の各設定

Sampling frequency
Simulation : 50 kHz
Controller : 1.25 kHz

Low pass filter Chebyshev I, 3rd order, 0.5 kHz
Band pass filter Elliptic, 3rd order, 4.5-5.0 kHz
Frequency of oscillated 
sine wave 4.5 kHz

Adaptive algorithm Virtual error method
Adaptive filter length 80
Noise Random（4.6-4.9 kHz）
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法工学セミナー連携に向けて

井田 民男
近畿大学バイオコークス研究所

◆

トピックス
◆

1. はじめに
法工学とは安全・安心な社会のために法律と技術を

つなぐ学問領域である。一方、環境工学とは地球規模
から産業・生活空間までの幅広い環境問題について、
その解決のためにエンジニアリングの観点から有益な
情報を提供する学問領域である。多くの公害問題を経
験し克服してきたわが国では、有害物質の放出規制等
を介して両部門間の関連は深いように思われるが、そ
もそも環境工学の概念の誕生は公害の時代より後にな
る。また、法工学ではロボットや輸送機械製品の安全
工学に関わるトピックスが先行しており、法工学の分
野において環境問題が語られる機会は意外に少ない。
しかし、SDGs（持続可能な開発目標）が採択され環境
工学分野においても様々なルールと社会条件が交錯す
る中で、法工学の観点から環境工学による技術シーズ
を整理することの必要性が増している。

2. 目的
環境工学部門では、法工学専門会議と連携し、まず

環境工学分野の研究者・エンジニアが法工学を知り、
その接点を見出すことを目的として、数名の専門家の
事例紹介およびディスカッションを行うことに取り組
んでいる。

具体的には、まだまだ運用手法が定まってはいない
が、環境工学部門からの事例紹介（問題提起）に対し
て、法工学部門からそれに対するアンサーを行う対話
形式としている。セミナーへの参加者は実際に企業の
中で環境対策や騒音振動対策等に取り組んでいるエン
ジニアを想定し、その方々が法工学の知識と手法に基
づいて、自らの業務の効率化や社会実装のためのヒン
トが得られることを目標とする。

3. 第 2 回法工学連携セミナー
多くの公害問題を経験し克服してきたわが国では、

有害物質の放出規制等を介して両部門間の関連は深い
ように思われるが、そもそも環境工学の概念の誕生は
公害の時代より後になる。また、法工学ではロボット
や輸送機械製品の安全工学に関わるトピックスが先行
しており、法工学の分野において環境問題が語られる
機会は意外に少ない。しかし、SDGs（持続可能な開発

目標）が採択され環境工学分野においても様々なルー
ルと社会条件が交錯する中で、法工学の観点から環境
工学による技術シーズを整理することの必要性が増し
ている。

4. 環境技術における法工学 ～SDGsに向けて～
ここでは、第 2 回法工学・環境工学連携セミナーに

て講演された内容を一部抜粋し、今後の法工学連携セ
ミナーの在り方について述べる。

4.1　法と工学
日本機械学会において、1994年に、法工学研究会が

設置された。この活動を基に、2003年に法工学部門が
設立され、2006年からは法工学専門会議に改組され、
現在まで活動が続いている。工学と法律の交錯する領
域において生じる諸問題とその解決に関する議論・研
究を実施している。

2013 年度～ 2015 年度には、NEDO からの委託事業
として「NEDOプロジェクトを核とした人材育成、産
学連携等の総合的展開／産業技術の普及と社会制度」
を実施し、日本機械学会連続講座「法と経済で読み解
く技術のリスクと安全～社会はあなたの新技術を受け
入れるか～」を開催した。また、日本機械学会年次大
会の市民フォーラムにおいて、電動車いすのシェアシ
ステム、ドローン、自動運転車等の安全性をテーマと
して、模擬裁判を実施してきた。

こうした活動の成果に基づき、これまでに、日本機
械学会編『法工学入門』（丸善出版、2014 年）ならびに、
近藤惠嗣 編著『新技術活用のための法工学─リスク
対応と安全確保の法律─』（民事法研究会、2016 年）
を刊行した。

現在は、「業務上過失事件裁判例研究会」を設置し、
業務上過失事件における責任の所在、事故の再発を防
ぐための適切な処罰の在り方などについて、議論・検
討を行っている。

発明に対する独占排他権を設定することで発明とそ
れに基づくイノベーションを促進することを目指す特
許制度もまた、工学と法律が交錯する領域に位置する
社会制度であり、法工学の検討課題の一つである。本
稿では、COVID-19 をめぐって特許権の一時停止が要
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求された事例等を踏まえて、環境技術の特許保護の在
り方を考える上での論点を提示して頂いた。
（政策研究大学院大学  隅蔵 康一教授のご講演要旨か
ら抜粋）

5. 廃棄物と環境
近年におけるリサイクル政策の進展にともなって、

日本における廃棄物の最終処分量は減少している。そ
のため最終処分場の新規建設も以前よりは少なくなっ
ていくことが予想されるが、ごみ処理施設に関する
NIMBY（not in my backyard：施設が存在する社会
的意義は認めるものの自分の家の近くには建てて欲し
くないと思う気持ち）の問題は、今後も重要な政策課
題として残っていくものと思われる。また、ごみ焼却
場や最終処分場の建設は少なくなっていくことが予想
されるとはいえ、広域化によって施設立地への不公平
感が増し、地域住民の NIMBY 感情はむしろ強まるこ
とが考えられる。

今後の廃棄物政策を検討するうえで、最終処分場の
立地メカニズムや政策が立地に与える効果について理
解することは非常に重要であるが、特に日本の産業廃
棄物については最終処分場の立地場所や運営の詳細に
関して公開されたデータが乏しく、その実態は十分に
明らかにされていない。そのため、産廃処分場の立地
傾向や、各自治体における政策と法改正が産廃処分場
の新規立地に与えた影響について分析をおこなった研
究は見当たらない。

そこで本研究では、全国の自治体に対する公文書公
開請求をおこない、廃棄物処理施設の設置届出制度が
開始された 1977年から 2012年までの約35年間に建設
された民間の産業廃棄物最終処分場（以下、産廃処分
場）の立地実態と立地メカニズムについて明らかにす
る。これらを通じて今後の施設立地に対して政府や事
業者が取るべき対策のあり方について検討した成果を
ご講演頂いた。
（近畿大学経済学部  石村 雄一講師によるご講演要旨
より抜粋）

6. 高松市南部クリーンセンターにおける設備課題と
今後のあり方について法と工学
南部クリーンセンターは、2000年に整備工事を開始、

2003年3月に廃棄物再生利用施設が竣工し、その年の
8 月から本格運転を開始した。ごみ処理施設（焼却施
設）は、2004 年 3 月に竣工し本格運転を開始した。
もう一つの施設である廃棄物再生利用施設では、一日
で破砕ごみ 35ton/5h、缶・びん・ペットボトルごみ
23.3 ton/5h、プラスチック容器包装ごみ 11.7 ton/5h、
紙・布ごみ 9ton/5h のごみ処理を行っている。令和
2年5月の大規模な火災事故を受けて、南部クリーン

センターを焼却施設、廃棄物再生利用施設の 2 つに分
け、施設ごとに現状と課題が分析された。

特に、設備改善に向けて、今までの破砕設備は、建
設当時のごみの中で一番火災になりやすいカセットボ
ンベやスプレー缶、ライターなどにガスが残っていた
りすると、それが原因となり破砕された場合、そのガ
スが破砕された金属火花によって爆発や火災になる恐
れがあったので、その対策を実施している。

本施設も、爆発や火災にならないように、可燃性ガ
ス検知装置、酸素濃度測定装置、火炎検知装置、蒸気
投入などによって防災能力を高めて監視し、問題なく
運営できていた。しかし、2018 年頃から、リチウム
イオン電池等による火炎検知装置の作動が急に増加し
た。初動監視の観点からは、小型充電式電池を破砕す
ると、圧力のかかり方ですぐに火花が出るケースと、
しばらくしてから火花が出るケースがあり、状態が一
定でないので感知に苦慮している。また、経験的なと
ころからは、小型充電式電池の電池容量がゼロのケー
スと容量が残っているケースでは、電池容量によって
も状態の変化が観られる。また、全焼したコンベアに
は、火炎検知装置と散水装置が設置されていたが、新
たに中間位置にも火炎検知装置と散水口を追加し、リ
チウムイオン電池への追加対策などの改善策をご講演
頂いた。
（高松市環境局南部クリーンセンター  神内 康弘 所長
による講演要旨から抜粋）

7. 今後に向けて
環境工学部門と法工学専門会議との連携において、

進めるべき取り組みとして、賛同を得るのだが、具体
的なテーマ設定になると、立場上の制約から、絞り出
すのに困難な点があった。特に今回は、廃棄物処理に
関する実社会における問題点にスポットをあてて、議
論する方向で進めたので、各社の触れられたくない法
的責任を伴うテーマを掘り下げる難しさに直面した。
最終、多くの地方自体が抱えるリチウムイオン電池に
関する取扱いについての具体的な話題をピックアップ
することができ、それをサポートする企業とその法制
度の在り方を議論する法工学との意見の交換を繰り広
げることができた。

セミナーは、事前に話題提供のレジメを提出して頂
き、環境工学部門と法工学専門部門との事前会議を行
い、議論が発散しないように核となる課題を絞り込み、
方向性を持たせた講演運営を行い、活発な議論を展開
することができた。特に、テーマ設定においては、少
し先に実社会問題において問題を予測し、その技術の
在り方、法制度の在り方の意見交換を進めることに
よって、新しいシーズの発見にも繋がると考える。

最後に、さらなる連携に期待するところである。
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化石燃料代替としての木質バイオマス利用
に関する研究動向

義家 亮
東海国立大学機構 名古屋大学 大学院工学研究科 機械システム工学専攻

◆

トピックス
◆

1. はじめに
「バイオマス」とは動植物から生まれた再生可能な

有機性資源である。
パリ協定に基づき化石燃料燃焼由来の二酸化炭素排

出削減が急務となる中で、カーボンニュートラルであ
りながら化石燃料代替が可能な炭化水素燃料として、
バイオマス利用への期待はますます高まっている。

本稿では木質バイオマスの燃焼、および熱分解・ガ
ス化に関する昨今の研究動向を紹介する。

2. 木質バイオマスの燃焼
木質バイオマス燃焼自体は長い歴史を持つが、石炭

ボイラーなどの化石燃料燃焼装置の代替燃料としてバ
イオマス利用の機会が増える中で、その具体的な課題
解決の需要が高まっている。

主な研究課題としては、他の燃料との混焼、有害物
質の排出抑制技術、炉形式や燃焼方式の影響、灰分挙
動評価が挙げられる。

木質バイオマス、草本（麦わら等）系バイオマス、
廃棄物系（汚泥等）バイオマスなど、異なるバイオマ
ス同士の混焼は、燃焼性や発熱量の制御、さらには焼
却灰の焼結抑制や融点制御に用いられる（1）（2）。

一方、石炭と木質バイオマスとの混焼は、二酸化炭
素排出量削減を目的として行われる。よって過去の石
炭燃焼に関する研究活動と同様に、窒素酸化物などの
燃焼排出物の生成を抑制する燃料混合比や空気二段吹
きこみの最適化が課題となる（3）。木質バイオマス専焼
であっても、木材種によって有機物組成（リグニン、
セルロース等の存在比）やアルカリ成分濃度は大きく
異なるため、個々の木材種に応じた燃焼性や燃焼排出
物の評価やデータ収集が進められている（4）。

実際の木質バイオマス燃焼分野において昨今特に注
目が集まっているのが灰分の問題である。石炭灰等と
比較して、木質バイオマス灰は一般的にカリウム等の
アルカリ成分の含有量が高く、燃焼灰の融点が低くな
るので、灰焼結や灰溶融にともなうトラブルが生じや
すい。したがって、それらの挙動解明や対策に関する
多くの論文が公開されている。

バイオマス燃焼ボイラー（産業用、発電用）では、
バイオマス中に含まれる灰分による燃焼炉内のファウ

リング・スラッギングの抑制が重要な課題である（5）（6）（7）。
灰組成の中でカリウムは伝熱管に対して強い腐食性

を持つ。よって、バイオマス燃焼ボイラー内で伝熱管
と灰分堆積層の間をカリウムと塩素が往来する腐食反
応モデルや、熱重量分析装置などを用いて実験的に測
定されたカリウム揮発速度を組み込んだ反応速度モデ
ルなど、カリウム挙動に関する詳細かつ定量的なモデ
ルが様々なかたちで提案されている（5）（6）。

木質系と草本系や廃棄物系バイオマスの混焼におけ
る燃焼灰の焼結挙動については、バイオマス灰のカル
シウム含有量との関連性が指摘されている（1）（2）。

石炭燃焼場で灰付着予測に用いられる熱力学平衡計
算は、バイオマス燃焼灰付着の予測においても強力な
ツールとなっている（7）。

3. 木質バイオマスの熱分解・ガス化
バイオマス資源の熱分解や部分燃焼過程から水素や

一酸化炭素を主成分とする可燃性ガス（生成ガス）を
得るプロセスをバイオマスガス化と呼ぶ。

木質バイオマスの多くは大規模集約型に適さない地
域資源であるため、熱電併給（コジェネレーション）
などの小規模分散型エネルギープラントへのバイオマ
スガス化プロセスの応用に注目が集まっている。バイ
オマスガス化プロセス内の具体的な反応は、熱分解、
酸素による燃焼、水蒸気または二酸化炭素によるガス
化反応に分けられる。

バイオマスガス化炉の冷ガス効率や全体のエネル
ギー変換効率の向上のためには、これらの各反応割合
の最適化、目的に即した生成ガス組成への適合、等が
不可欠である。主な研究課題としては、熱分解を含む
詳細なガス化反応特性、様々なガス化炉方式の提案、
下流の発電デバイスと組み合わせたプロセス評価等が
挙げられる。

バイオマスガス化ガスの主な利用先として想定され
るのはガスエンジンである。既存の気体燃焼の知見に
基づいて、バイオマスガス化ガス組成に対する詳細な
燃焼伝播特性が調べられている（8）。一方、生成ガス中
にタールが含まれるとエンジン燃焼室内の炭素析出や
配管閉塞などのトラブル要因となるため、バイオマス
熱分解・ガス化反応過程におけるタール生成抑制につ
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いて、多くの研究が行われている（9）（10）。
灰中アルカリ成分であるカリウムは、ガス化条件で

も揮発性が高く、その挙動や物質収支が複雑であるが、
有機物の熱分解反応や燃焼反応に対する触媒効果を
持っているため、カリウムによるガス化反応促進の効
果が期待できる側面もある（10）。

ガス化炉の形式としては固定床や流動床が使われる
ことが多く、酸化剤である空気の二段吹きこみや酸素
冨化空気の吹きこみなどが検討されている（11）（12）。

バイオマス熱分解の場合には、生成ガスだけでなく、
残留分であるチャー（炭化物）やバイオオイルの利用
を前提とする場合があり、それらの組成や物性に主眼
を置く研究が行われている（13）（14）。

燃料電池は小型でも高効率エネルギー変換が可能な
発電デバイスとして、小規模分散型発電プラントへの
応用が拡大しており、バイオマスガス化ガスの燃料電
池への導入も期待されている。

しかし、燃料電池では燃料ガスが電極上に直接接触
して電気化学反応に寄与するため、燃料ガスにはガス
エンジンよりさらに低い不純物濃度が要求される。そ
のための基礎研究が数多く行われており、例えば固体
酸化物型燃料電池（SOFC）に対して、バイオマスガス
化ガスの模擬ガスを供給し、燃料ガス組成の発電性能
や電極上炭素析出への影響が調べられている（15）。

プロセスシミュレーションでも、SOFC と蒸気ター
ビンと組み合わせた複合サイクル、二酸化炭素回収貯
留（CCS）との組み合わせなどに関して、エネルギー
効率やコストの検討が行われている（16）。

4. おわりに
木質バイオマスは資源量的に石炭や天然ガスに完全

に置き換わることはありえない。一方、再生可能なバ
イオマス資源は、風力発電や太陽光発電と同じように
都市部から離れた里山・山林地域に散在する。

よって、複数の再生可能エネルギー・資源の相互補
完による自律分散型の高効率複合エネルギー創成の
ネットワーク構築こそ今後もっとも重要と考える。
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光学式モーションキャプチャを活用した
クリーンルーム内作業時の動作強度と発塵に関する研究

遠藤 翔太
三機工業株式会社 R&D センター 建築設備開発部 先端環境開発課

◆

トピックス
◆

1. はじめに
クリーンルーム内での作業を想定した動作による発

塵量に関する研究はこれまでにも行われてきた。
しかし、作業動作の変位や加速度の数値から、動作

強度を求め、発塵量との関係性を評価する試みは行わ
れていない。本報では作業動作を数値化するために動
作可視化システムである光学式モーションキャプチャ
OptiTrack（Natural Point 社）を使用した。

複数台の赤外光源付き赤外線カメラを測定対象空間
の周囲に設置し、マーカーを設置した測定対象物の位
置や速度を遠隔で測定するシステムである。測定原理
がシンプルで、時間分解能が高く、高精度でデータを
瞬時に解析、可視化することができる。

本報告では、クリーンブース内で作業動作を行い、
発塵量および動作強度を同時に測定（図 1）すること
で、この二者の関係性を検討し報告する。

2. 試験概要
試験条件・試験パターンを表 1、表 2 に示す。
発塵量はクリーンブースに設置した排気ダクト内で

測定した風量と、じんあい濃度から算出した。動作強
度の測定・数値化には、動作可視化システムを用い、
毎秒あたりの比エネルギー［J/（kg・s）］（変異と加速
度の積）で整理した。

なお、作業者の着衣はオーバーオール型クリーン
スーツ / Ｔシャツ＋作業着ズボンで統一した。

表 1　作業者の属性

P1 P2 P3 P4

性　　別 男性 男性 男性 男性

喫煙有無 〇 〇 × ×

試験回数 3 2 2 2

表 2　作業動作

作業動作 強度 回数
［－ /min］

キャプチャ
部位

動作
パラメータ

A 直立静止 － － －

変位加速度
から整理

B

腕上下

45°
30

手首
C 40

D
90°

30

E 40

F

足踏 －

30

踵G 60

H 90

3. 結果
クリーンルーム内での作業を想定した動作を負荷と

して与え、発塵量の測定を行った。

三角測量の原理でマーカー位置座標を計算

赤外線を「照射」

⇒複数台のカメラで「反射」した赤外線を認識

HEPA 900 m³/h

：赤外光源付き赤外線カメラ

：塵埃濃度測定箇所

3.0 m/s

1000 mm
クリーンブース：W×D×H :2500×2000×2160

Class1000 周囲・天井は帯電防止ビニール

200 mm

ダクト 300Φ

トラッキング用

マーカー

パーティクルカウンタ

：作業動作に由来する塵埃

図 1　試験施設
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動作強度と発塵量の関係を図 2、3 に、発塵量と粒
径の関係を図 4、5 に示す。

評価した結果は以下である。
１）発塵量について、直立静止時に約 10,000 個 /min

以下（≧ 0.5μm）、動作時に約 10,000 ～ 500,000
個 /min（≧ 0.5μm）であった。
これは文献値（1）、（2）、（3）と同程度である。

２）動作強度と発塵量は概ね比例の関係であった。動
作の強度が高い条件では、呼吸数・発汗・衣服と
人体の摩擦が大きく、発塵量もまた高いことが考
えられる。

３）喫煙者群と非喫煙者群の発塵量差について、喫煙
者群が約 2～5 倍以上に多い傾向にあった。
特に 0.3～0.5μm 粒子の発塵量が多い。

これは、たばこの主流煙の粒径は 0.1～1.0μmで
あり、0.2～0.4μm にピークがある（4）ことと一致
している。

〔参考文献〕
（1）	 鈴木良延, 藤井修二, 早川一也, クリーンルーム用衣服着

衣者からの発塵量及び発塵機構：日本建築学会計画系論
文報告集 第 386 号（1988）43-53

（2）	 早川一也, 藤井修二, 吉田亨, 稲月恒夫, クリーンルーム
内作業者からの発塵評価に関する研究その2 作業者から
の発塵評価を中心として：日本建築学会大会学術講演梗
概集（1985）293-294

（3）	 日本空気清浄協会編, クリーンルーム環境の計画と設計, 
3 版, オーム社（2000）48-50

（4）	岡田隆, 石津嘉昭, たばこの煙のエアロゾル性状：エアロ
ゾル研究 1 巻 3 号（1986）156-164
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図 2　腕動作時の毎秒の比エネルギーと発塵量（≧ 0.5μm） 図 4　直立静止時の喫煙者と非喫煙者の発塵粒子の粒径分布

図 3　脚動作時の毎秒の比エネルギーと発塵量（≧ 0.5μm） 図 5　脚動作時の喫煙者と非喫煙者の発塵粒子の粒径分布
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環境工学部門では、「騒音・振動改善技術」、「資
源循環・廃棄物処理技術」、「大気・水環境保全技術」、

「環境保全型エネルギー技術」といったそれぞれの
分野の問題解決のために、4 つの技術委員会が精力
的に活動を行っています。

その活動の様子の一端を、このニュースレターで
ご体感ください。3 年ぶりに対面で開催された環境
工学総合シンポジウムや軌道に乗り始めた法工学・
環境工学連携セミナー、各技術委員会の推薦でご執
筆いただいた「トピックス」、研究会や見学会の報告、
IWEE2023の開催案内など、環境工学部門の活動の

最新の情報を得られる内容になっております。過去
の「環境と地球」も、環境工学部門ホームページか
ら閲覧できますので、職場などの身近な方々にもご
紹介ください。また、紙面を通してだけでなく、「環
境工学総合シンポジウム」などの講演会会場、見学
会等のイベント、各種研究会の場でお会いできるこ
とを楽しみにしています。

最後になりましたが、本ニュースレターの発行に
際して、ご協力いただいた執筆者ならびに関係の皆
様にこの場を借りて御礼申し上げます。
� （佐藤 岳彦：東北大学）

編集後記 -　-　-　-　-　-　-　-　-　-　-　-　-　-　-　-

IWEE2023は、令和5年7月25日～28日、風光明
媚な「島根県立産業交流会館（くにびきメッセ）」に
て開催します。講演は、対面での開催で準備をして
います。また、第 33 回環境工学総合シンポジウム

（2023SEE）も令和 5 年 7 月 25 日に開催します。当
施設は JR 松江駅より徒歩 7 分に立地しており、大
変便利な場所です。くにびきメッセは、大規模な展
示場・会議室を備えた山陰最大規模を誇るコンベン
ション施設で、インターネットによるオンライン配
信設備も整い、感染症対策も万全を期した施設です。
特に講演会場は、フィジカル・ディスタンスを加味
した様々なレイアウトに対応可能であり、安心して
発表、聴講して頂くことができます。

当施設のある松江市は宍道湖の畔にあり、「国宝
松江城」、「松江フォーゲルパーク」、「日本庭園 由志
園」など、多くの魅力的な観光スポットがあります。
また隣りの出雲市には、縁結びで有名な「出雲大社」
もあります。また安来市には、日本一の庭園を有す
る「足立美術館」もあり、さらに山間部には、出雲

地方の古代からの製鉄法「たたら製鉄」の歴史を知
ることができる「奥出雲たたらと刀剣館」を訪れる
こともできます。

本ワークショップは、環境工学に関する技術の国
際的な情報交換ならびにネットワークの構築を通じ、
自然環境と調和する安心・安全な快適環境の形成や
サステイナブル社会の実現への議論を深め、将来に
向けた提言や情報発信を行うことを目的としていま
す。トピックは、環境工学技術全般を対象とし、騒
音・振動改善技術、資源循環・廃棄物処理技術、大
気・水環境保全技術、環境保全型エネルギー技術の
セッションを設けています。構成は、プレナリー講
演や招待講演、一般講演などを予定しており、特に、
若手研究者向け講演表彰などの表彰制度や新しくス
ポンサー懇親会による交流の場を設けております。
奮ってご発表頂きますようお願い申し上げます。

� 井田 民男
� 近畿大学バイオコークス研究所

IWEE2023 開催に向けて


